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１．何が問題で何を改正する必要があるのか？

中活法の振り返り

１９９８年から２０００年にかけてまちづくり３法の改正

２００６年にみなおし（再評価）内閣府からの認定制へ・。

２０１４年に一部改正

２０２４年に見直し

もともとは、中心市街地VS郊外地の構図。しかし、地域全体が人口減少により衰退。
「持続可能」を基軸に位置づけを見直す必要あり。

人口減少と地方の衰退。商業などの産業の衰退。

近年における中心市街地活性化法の申請件数の減少

他の法令との比較の上で中活法の「特別性」のあいまいさ。

申請から認定までの事務作業コストの増大（自治体における作業量の相対的増大）
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２．現在の中心市街地活性化法と都市再生特別措
置法

都市再生特別措置法（２００２年） ー都市の仕分けに関する法律ー

第１０章 １３１条からなる。

地方都市再生の主な目的はやや規模の大きな都市の競争力の強化と、
都市計画を軸とするコンパクトシティ政策の推進（２０１４年 立地
適正化計画の追加）。

中心市街地活性化法（２０１４年改正法）ーにぎわい創出の法律ー

中心市街地の活性化と中心市街地の場所の定義化。特に商業施設な
どを含めた産業再生策支援も入る。内閣府による認定制度。中小都市
にも適用されている。KPIを作成し、目標に向かって商業売り上げや
歩行者交通量の改善が期待される。
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都市再生特別措置法（（平成十四年法律第二十二号） 都市機能の高度化に言及
施行日： 令和五年五月二十六日
（令和四年法律第五十五号による改正））

• 第一条 この法律は、近年における急速な情報化、国際化、少子高
齢化等の社会経済情勢の変化に我が国の都市が十分対応できたもの
となっていないことに鑑み、これらの情勢の変化に対応した都市機
能の高度化及び都市の居住環境の向上（以下「都市の再生」とい
う。）を図り、併せて都市の防災に関する機能を確保するため、都
市の再生の推進に関する基本方針等について定めるとともに、都市
再生緊急整備地域における市街地の整備を推進するための民間都市
再生事業計画の認定及び都市計画の特例、都市再生整備計画に基づ
く事業等に充てるための交付金の交付並びに立地適正化計画（８１
条）に基づく住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るため
の都市計画の特例等の特別の措置を講じ、もって社会経済構造の転
換を円滑化し、国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与す
ることを目的とする。
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中心市街地活性化法 経済活力の向上、小売業者に言及

第１条

この法律は、中心市街地が地域の経済及び社会の発展に果たす役割の重要性にかんがみ、
近年における急速な少子高齢化の進展、消費生活の変化等の社会経済情勢の変化に対応し
て、中心市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上（以下「中心市街地の活性
化」という。）を総合的かつ一体的に推進するため、中心市街地の活性化に関し、基本理
念、政府による基本方針の策定、市町村による基本計画の作成及びその内閣総理大臣によ
る認定、当該認定を受けた基本計画に基づく事業に対する特別の措置、中心市街地活性化
本部の設置等について定め、もって地域の振興及び秩序ある整備を図り、国民生活の向上
及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

第２条

この法律による措置は、都市の中心の市街地であって、次に掲げる要件に該当するもの
（以下「中心市街地」という。）について講じられるものとする。

一 当該市街地に、相当数の小売商業者が集積し、及び都市機能が相当程度集積してお
り、その存在している市町村の中心としての役割を果たしている市街地であること。（以
下略）
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新しい中心市街地活性化法に求められるもの

中活法・特措法

本来、両輪で動かすべきだが、利用者（＋自治体）からすると「どちらの方が
より助成金がもらえるのか」「大きなインフラ整備ができるのか」に関心がある
現状。

そこで、「既存各法との住み分け」「同法利用の効用の増大」対策が必要。そ
して、「２０２５年から２０５０年まで」を見通した「時代の変化」に迅速に対
応できる点を強調する必要性。

時代の変化への対応の例）

中心市街地における産業の持続性（自治体における税収の持続性）の視点

子育て環境などに配慮したデジタル田園生活街の視点

イノベーションを起こす中心市街地の視点

子育て、男女共同参画、多様性推進の視点

観光（商業）、環境SDGｓ、健康産業の推進、社会関係資本の充実
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３．中間報告（案）について

「Ⅰ 中心市街地を巡る状況」

現行の基本計画を振り返りつつ、中心市街地活性化基本計画の目標指標
の改善率がコロナ渦で低下した点、基本計画の認定自治体が人口区分によ
り大きな差が出ている点を指摘（人口２０万人で分けた場合）。

さらに地方自治体の３割（人口２０万人以上）が中心市街地活性化制度
の今後の活用について活用意向を持っているものの、「計画策定の負担の
重さ」「他の支援制度があるために基本計画を策定しなくてもよいのでは
ないか」「人材確保が難しい」など「計画策定のメリットが作成コストを
下回っている」との意見も。

さらに、人口減少、東京圏への転入超過、若者の減少などの実態と、地
域を巡る土地問題、後継者問題、新産業の低迷などが問題化している点も
指摘。
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「Ⅱ 基本的な視点」意義について

① 「住民や事業者へのまとまった便益の提供」

② 「高齢者に暮らしやすい生活環境の提供」

③ 「地域の核としての機能」

④ 「効率的な経済活動を支える基盤」

⑤ 「投資の効率性の確保」

⑥ 「環境負荷の小さいまちづくり」

またこれに加えて地方都市に「持続可能な形で」住み続けられるような市街地形成もいっそう求め
られている。中心市街地の仕組みについて（各論として必要な視点）

① 「生活街」の視点（＝多様性、寛容性、愛着の価値（センチメンタル価値）の増大）

② 小規模自治体などが応募しやすいような「基本計画の簡素化」と「類似の諸制度との連携」の必
要性

③ ウオーカブル重点エリアの設定（新設）

•
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地域の課題解決について（各論）

① 空き店舗や空き地等低未利用不動産の有効活用などの必要性の確認

② 民間からの投資喚起（公民共創）

③ 中心市街地の類型化（立地や人口規模など）

④ 住まいと働く場の近接性

⑤ まちづくり人材の育成

A）賑わいの拠点づくり 住民参加 町の居場所づくり

B）未利用不動産利用＋リノベーション 流動化の促進

C）地域商業経済の活性化、アクセス向上 イノベーションの創出

D）官民連携の対策強化 国等からの出資 タウンマネージャー
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４．これまでの委員会での議論と中間報告について・。

あらためて＝「理念」が重要

今回の中間論点で重要なのはこうした各制度的枠組みと中心市街地活性化法の明確な役割分担の把
握と、ほかの制度で不足している中活法の視点、なぜ中心部への投資が地域の持続可能性・税収の持
続可能性を促進するのか、ポストコロナの社会における「新たな役割」の付加が必要と考える。

イギリスでは、PPG6（１９９３年＝中心地での投資が優先される）その後、再導入されたPPS7は、
歴史的に何度も再開発・投資がなされてきた「中心市街地の投資先としての再利用」こそが、いたず
らな郊外開発を抑制し、都市としての「持続可能性」を有していると定義化。中心部の再生を優先さ
せ、中心部に空地や空き家がない場合のみに郊外開発の開発も認可する「シーケンシャルアプロー
チ」を採用。しかし、日本ではこうした中心部と郊外地の位置づけは、都市計画法外の「農地法適用
地」の地権者の権利を阻害するために難しい。よって、これまでの「都市計画法の枠組み」に「イン
センティブ付与型」の政策を行う形で対応が望まれる。
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現行の都市計画制度、法体系を維持したうえで、「にぎわい」「産業再
生」を誘導する必要性→持続可能な税収により住民の居住継続・自治体の
基本税収の獲得＝住民サービスの持続性が重要な視点。

その１）
中心市街地活性化法のミッションの再定義化：
Key） 所得と生活、地域サービスの持続可能性を支える中心市街

地
（理由）海外では都市の成熟化とともに、地域に所得（雇用）を発生
させるための「産業政策」、「既存地区の再開発」、つまりブラウン
フィールド地区（再投資地区）の再生を特に推奨している。米国では
都市の「成長」と「環境」を同時に達成されるような施策に支援を強
化している。日本の中心市街地も上記の視点を強調することで、やや
大都市に軸足が置かれた都市の競争力を強調した都市再生整備計画な
どとのすみわけが可能となる。
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その２）政策インセンティブの付与

地域所得の維持・向上は地域に住み続けるためには必要な条件。

近年、特に地方の都市ニーズが増している中心市街地のリノ
ベーション創出地区としての、産業再生「健康・観光（商業）・
環境」などの支援。

引き続き、規制緩和策（エリアマネジメント団体との連携＝規制
緩和）、助成金（商店街のアーケード対策など）などが必要（特
に小規模自治体の持続性のため）。
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細かい点について
第４１条、第８条１１などの再検討

さらに、地域再生法（BID法）と商店街振興組合法 ２２条との連携（急増す
るアーケード改修、撤去に関する課題に対応）
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（さらなる具体案（秋以降議論か））

•旧百貨店の空きビルや商店街地区に「リノベーション」を軸と
した投資（観光地、商店街地区）を促した場合、もしくは空地
の商業等への有効利用を促進した場合には特典（減税措置、公
開空地利用等の規制緩和、助成金）などをつけるなどがその一
例である。一部空き地の地方公共団体による確保（ポケット
パーク化（緑地化）など）も検討する必要性。

•自治体の規模別での認定要件、KPIの設定（例：人口５万人規
模の自治体にはKPIは○○を特に設定、ないし必要としない）。
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各論目標：各委員からの個別意見の整理

地域内資金循環の推進（ローカルファースト）

空地空き家対策 空間利用促進減税の創設 有効活用した場合の減税措置。民間団体による「投資」インセンティブの
付与。

既存施設公開空地・道路の活用

危険空き家、所有者不明空地の緑地化促進 （ファンドを創設して対策費に充てる）

健康増進（ウオーカブルの地区の特別指定とその推進）

環境にやさしい素材の利用。ＣＯ２削減（既存施設の活用、公園の整備など）

地域のエネルギー政策の支援（地域内エコによる電力を強化した場合の支援）

人口５万人以下の都市に対して、サステイナブル要件を満たした場合は助成金を特例で出す。

市街地の道路の緑地化、歩道化への支援金の創出

市街地再生タウンマネージャーへの支援（商工会議所との連携）

多様性の推進（子育て、老若男女に資する施策の支援）

多様性促進支援にむけて エリアマネジメント団体への規制緩和策の実施。

地方大学など高等研究機関との連携支援 学び、イノベーションの促進（イノベーションが生まれやすい構造（女性や子
供も利用しやすい都市構造の支援）

教育機関との連携 空き校舎などを使って大学のリスキリングなどを実施した場合の施設への固定資産税の減免措置
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５．まとめ

従来は、商業のソフト支援は中活法、ハード事業、道路の整備、
駐輪場は国交省というすみわけが存在。しかし、立地適正化計
画（都市再生特別措置法）等によりで「（この補助金は）目的
を工夫すればこんな風にソフト事業にも使える（可能性あ
り）」の理解が自治体側で急増→このあたりの法律のすみわけ、
交通整理を厳格化、ないしは法律間の横串化。

地方の人口１０万人以下の都市については、評価の軸を変える
など。中心市街地活性化法をもっと使いやすくする・・。

役所の本音＝「なんで中活法なの」から「こんな特例があるな
ら中活法を利用しようかな」へ。
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ご清聴ありがとうございました。
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